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新株予約権等に関する事項 
(1) 当事業年度の末日に当社役員が保有する職務執行の対価として交付した新株予約権等
の内容の概要 

第３回株式報酬型新株予約権 

発行決議の日 2015年８月４日 

発行日 2015年８月31日 

新株予約権の数 277個 

新株予約権の目的となる株式の種類及
び数 

当社普通株式、 
27,700株（新株予約権１個につき100株） 

新株予約権の払込金額 １株当たり１円とする 

新株予約権の行使に際して出資される
財産の価額 175,627円（新株予約権１個当たり） 

新株予約権の行使期間 2018年９月１日から2025年９月１日まで 

新株予約権の行使の条件 
・正当な理由による退任後の権利行使は可能。 
・１個未満の一部行使は、１単元の株式数の整数倍となる
場合に限り可能。 
・権利の相続は可能。 

当社役員の保有状況 277個（２名） 

 取締役（社外取締役を除く） 277個（２名） 
 

 
 

第４回株式報酬型新株予約権 

発行決議の日 2016年８月２日 

発行日 2016年８月31日 

新株予約権の数 313個 

新株予約権の目的となる株式の種類及
び数 

当社普通株式、 
31,300株（新株予約権１個につき100株） 

新株予約権の払込金額 １株当たり１円とする 

新株予約権の行使に際して出資される
財産の価額 114,821円（新株予約権１個当たり） 

新株予約権の行使期間 2019年９月１日から2026年９月１日まで 

新株予約権の行使の条件 
・正当な理由による退任後の権利行使は可能。 
・１個未満の一部行使は、１単元の株式数の整数倍となる
場合に限り可能。 
・権利の相続は可能。 

当社役員の保有状況 313個（２名） 

 取締役（社外取締役を除く） 313個（２名） 
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第５回株式報酬型新株予約権 

発行決議の日 2017年８月１日 

発行日 2017年８月31日 

新株予約権の数 328個 

新株予約権の目的となる株式の種類及
び数 

当社普通株式、 
32,800株（新株予約権１個につき100株） 

新株予約権の払込金額 １株当たり１円とする 

新株予約権の行使に際して出資される
財産の価額 154,409円（新株予約権１個当たり） 

新株予約権の行使期間 2020年９月１日から2027年９月１日まで 

新株予約権の行使の条件 
・正当な理由による退任後の権利行使は可能。 
・１個未満の一部行使は、１単元の株式数の整数倍となる
場合に限り可能。 
・権利の相続は可能。 

当社役員の保有状況 328個（２名） 

 取締役（社外取締役を除く） 328個（２名） 
 

 
(2) 当事業年度中に当社使用人、子会社役員及び使用人に対して職務執行の対価として交
付した新株予約権等の状況 
該当事項はありません。 
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＜連結注記表＞ 
 
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等） 
１．連結計算書類の作成基準 
 Santenグループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準
（以下、IFRS）に準拠して作成しています。なお、本連結計算書類は、同項後段の規定により、
IFRSにより求められる開示項目の一部を省略しています。 

 
２．連結の範囲に関する事項 

連結子会社   34社であり、すべての子会社を連結しています。株式報酬制度に係る信託を
連結の範囲に含めています。 

（主要会社名）：Santen Holdings U.S. Inc.、 Santen Inc.、Santen Holdings EU B.V.、 
Santen SA、参天投資（中国）有限公司、参天製薬（中国）有限公司、 
Santen Pharmaceutical Asia Pte. Ltd. 
 

 
３．持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社   ２社 
（会社名）：Twenty Twenty Therapeutics LLC、Plano Pte. Ltd. 

 
４．連結子会社の事業年度等に関する事項 
 連結子会社のうち決算日が12月31日である参天投資（中国）有限公司、参天製薬（中国）有限
公司、参天医薬販売（蘇州）有限公司、重慶参天科瑞製薬有限公司、 Eyevance 
Pharmaceuticals Holdings Inc.及びEyevance Pharmaceuticals LLCについては、連結決算日で
ある３月31日に仮決算を行い連結しています。 
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５．会計方針に関する事項 
(1) 有形固定資産及び無形資産の評価基準、評価方法並びに減価償却又は償却の方法 
① 有形固定資産 
 有形固定資産は、当該資産の取得に直接関連する費用に、解体、除去及び原状回復費用、
並びに資産計上の要件を満たす借入費用を含めて取得原価として認識しています。 
 認識後の測定については、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損
失累計額を控除した価額で計上しています。 
 土地以外の有形固定資産は、使用が可能となった時点から、それぞれの見積耐用年数にわ
たって定額法で減価償却しています。主要な有形固定資産の見積耐用年数は次のとおりで
す。 
建物及び構築物  ：３～50年 
機械装置及び運搬具：３～10年 
工具、器具及び備品：４～10年 

 なお、減価償却方法、残存価額及び耐用年数は毎年見直し、必要に応じて調整していま
す。 

 
② 無形資産 
 無形資産は、個別もしくは企業結合によって取得した、物理的実体のない識別可能な非貨
幣資産であり、主なものは、のれん、製品に係る無形資産及びソフトウェアです。 
＜１＞のれん 

 当初認識時におけるのれんの測定については、取得対価を、企業結合で移転された対
価、被取得企業の非支配持分の金額及び段階的に達成される企業結合の場合には、取得
企業が以前に保有していた被取得企業の資本持分の公正価値の合計として測定し、この
取得対価が、取得日における識別可能な資産及び負債の正味価額を上回る場合に、その
超過額をのれんとして認識しています。 
 当初認識後ののれんについては、償却は行わず、取得原価から減損損失累計額を控除
した価額で計上しています。のれんは企業結合のシナジーから便益を得ると見込まれる
資金生成単位又は資金生成単位グループに配分しています。 

＜２＞のれん以外の無形資産 
 のれん以外で個別に取得した無形資産については、当該資産の取得に直接関連する費
用を取得原価として認識しています。のれん以外で企業結合によって取得した無形資産
については、企業結合日の公正価値に基づいて認識しています。 
 認識後の測定については、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損
失累計額を控除した価額で計上しています。 
 これらの無形資産は、使用が可能となった時点から、それぞれの見積耐用年数（概ね
20年以内）にわたって定額法で償却しています。見積耐用年数は、法的保護期間又は経
済的耐用年数に基づいて算定し、定期的に見直しを行っています。 
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③ 有形固定資産及び無形資産に係る減損 
 有形固定資産及び使用可能である無形資産については、各報告期間の末日現在に、資産又
は資金生成単位が減損している可能性を示す兆候があるか否かを評価し、減損の兆候がある
場合には、減損テストを実施し、回収可能性を評価しています。 
 のれん及び未だ使用可能でない無形資産については、資産又は資金生成単位の減損の兆候
の有無にかかわらず、毎年、減損テストを実施し、回収可能性を評価しています。 
 なお、資金生成単位とは、他の資産又は資産グループからのキャッシュ・インフローとは
概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものとして識別される資産グループの最
小単位をいいます。 
 回収可能性の評価においては、処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方を
回収可能価額とし、この回収可能価額と帳簿価額を比較して、回収可能価額が帳簿価額を下
回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、その額を減損損失として純損益で認識
しています。なお、使用価値とは、資産、資金生成単位又は資金生成単位グループから生じ
ると見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値です。 
 減損損失の戻入れについては、各報告期間の末日に、過年度に減損損失を計上した資産又
は資金生成単位において、当該減損損失が消滅又は減少している可能性を示す兆候がある場
合には、その資産又は資金生成単位の回収可能性を評価しています。回収可能価額が資産又
は資金生成単位の帳簿価額を上回る場合には、過年度に減損損失が認識されていなかった場
合の帳簿価額から必要な償却又は減価償却費を控除した後の帳簿価額を超えない金額を上限
として、減損損失の戻入れを行っています。ただし、のれんについては減損損失の戻入れを
行いません。 

 
④ リース 

Santenグループは、契約の締結時に契約がリースであるか又はリースを含んでいるかを判
定しています。契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換
に移転する場合には、当該契約はリースであるか又はリースを含んでいると判定していま
す。 
契約がリースであるか又はリースを含んでいると判定した場合、リース開始日に使用権資

産とリース負債を認識しています。使用権資産は、リース負債の当初測定額に当初直接コス
ト、リースインセンティブ等を調整した取得原価で当初測定しています。 
原資産の所有権がリース期間の終了時までに借手に移転する場合又は、使用権資産の取得

原価が購入オプションを使用することを反映している場合には、使用権資産を開始日から原
資産の耐用年数の終了時まで減価償却を行い、それ以外の場合は、リース開始日から経済的
耐用年数又はリース期間のいずれか短い期間にわたり規則的に減価償却しています。さら
に、使用権資産は、（該当のある場合に）減損損失によって減額され、リース負債の再測定に
際して調整されます。 
リース負債は、リース開始日における未決済のリース料を借手の追加借入利子率で割り引

いた現在価値として当初測定しています。リース開始日後においては、リース負債に係る金
利や、支払われたリース料を反映するようにリース負債の帳簿価額を増減しています。リー
ス負債を見直した場合又はリースの条件変更が行われた場合には、リース負債を再測定し使
用権資産を修正しています。なお、リース負債の測定に際しては、リース要素とこれに関連
する非リース要素は分離せず、単一のリース構成要素として認識することを選択していま
す。 
また、リース対象資産の使用権を取得した日をリース開始日としており、リース期間はリ

ース開始日から起算し、借手の解約不能期間に契約の延長オプションを行使する（又は、契
約の解約オプションを行使しない）ことが合理的に確実であると見積もられる期間及びフリ
ーレント期間を加えた期間として見積っています。 
連結財政状態計算書において、使用権資産を「有形固定資産」に、リース負債を「金融負

債」又は「その他の金融負債」に含めて表示しています。 
リース期間が12か月以内の短期リース及び少額資産リースについて、IFRS第16号の免除規

定を適用し、使用権資産及びリース負債を認識しないことを選択しています。Santenグルー
プは、これらのリースに係るリース料をリース期間にわたり定額法により費用として認識し
ています。 
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(2) 金融商品の評価基準及び評価方法 
① 金融資産 
＜１＞当初認識及び測定 

金融資産を償却原価で測定される金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測
定される金融資産、又は純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類していま
す。金融資産の当初認識時に当該分類を決定しています。 
金融資産は、当該金融資産の契約条項の当事者となった取引日に当初認識していま
す。 
（償却原価で測定される金融資産） 

金融資産は、以下の要件を満たす場合に償却原価で測定される金融資産に分類してい
ます。 
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする
事業モデルに基づいて保有されている。 
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッ
シュ・フローが所定の日に生じる。 

（その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産） 
（ア）その他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産 

金融資産は、以下の要件を満たす場合にその他の包括利益を通じて公正価値で測定
される負債性金融資産に分類します。 
・契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モ
デルに基づいて保有されている。 

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャ
ッシュ・フローが所定の日に生じる。 

（イ）その他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融資産 
償却原価で測定される金融資産、又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定さ

れる負債性金融資産以外の金融資産のうち、売却目的保有を除く全てのその他の資本
性金融商品に対する投資について、当初認識時に事後の公正価値の変動をその他の包
括利益に表示するという取消不能な選択を行っています。 

（純損益を通じて公正価値で測定される金融資産） 
償却原価で測定される金融資産又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定される

金融資産以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類して
います。なお、いずれの負債性金融資産に対する投資も、会計上のミスマッチを取り除
くあるいは大幅に削減させるために純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指
定していません。 
 
重要な金融要素を含む営業債権を除く全ての金融資産は、純損益を通じて公正価値で

測定される金融資産に分類される場合を除き、公正価値に取引費用を加算した金額で当
初測定しています。 
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＜２＞事後測定 
金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しています。 

（償却原価で測定される金融資産） 
償却原価で測定される金融資産については、実効金利法により測定しています。 

（その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産） 
（ア）その他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産に係る公正価値の
変動額は、減損利得又は減損損失及び為替差損益を除き、当該金融資産の認識の中止
が行われるまで、その他の包括利益として認識しています。当該金融資産の認識の中
止が行われる場合、過去に認識したその他の包括利益は純損益に振り替えます。 

（イ）その他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融資産 
その他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融資産に係る公正価値の

変動額は、その他の包括利益として認識しています。当該金融資産の認識の中止が行
われる場合、又は公正価値が著しく下落した場合、過去に認識したその他の包括利益
は利益剰余金に直接振り替えています。 

（純損益を通じて公正価値で測定される金融資産） 
純損益を通じて公正価値で測定される金融資産については、当初認識後は公正価値で

測定し、その変動額は純損益として認識しています。 
＜３＞減損 

償却原価で測定される金融資産に係る予想信用損失に対する貸倒引当金を認識してい
ます。 
（信用リスクの著しい増大の判定） 
期末日ごとに、金融資産の債務不履行発生のリスクを期末日現在と当初認識日現在で

比較し、金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大しているかどうかを評
価しており、その評価にあたっては、取引相手先の財務状況、期日経過の情報等を考慮
しています。 
債務者の重大な財政的困難、契約上の支払期日を経過して長期間延滞するなど金融資

産の全部又は一部について回収ができない、又は回収が極めて困難であると判断された
場合には債務不履行としています。 
債務不履行に該当した場合、又は発行者又は債務者の著しい財政的困難などの減損の

証拠が存在する場合、信用減損しているものと判断しています。 
（予想信用損失の測定） 

予想信用損失は、契約に基づいて受け取るべき契約上のキャッシュ・フローと、受け
取ると見込んでいるキャッシュ・フローとの差額の現在価値です。金融資産に係る信用
リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融資産に係る貸倒引当金
を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定し、著しく増大していない場合には、12ケ
月の予想信用損失に等しい金額で測定しています。 
なお、上記にかかわらず、重大な金融要素を含んでいない営業債権については、貸倒

引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定しています。 
金融資産の全部又は一部分を回収できないと合理的に判断される場合は、金融資産の

帳簿価額を直接償却しています。 
金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益で認識しています。貸倒引当金を減額

する事象が発生した場合は、貸倒引当金の戻入額を純損益で認識しています。 
＜４＞認識の中止 

金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、もし
くは金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該金融資産の
所有に係るリスクと経済価値のほとんど全てを移転した場合、当該金融資産の認識を中
止しています。 
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② 金融負債 
＜１＞当初認識及び測定 

金融負債は、償却原価で測定される金融負債及び純損益を通じて公正価値で測定され
る金融負債に分類しています。金融負債の当初認識時に当該分類を決定しています。 
金融負債は、当該金融負債の契約条項の当事者となった取引日に当初認識していま
す。 
すべての金融負債は公正価値で当初測定していますが、償却原価で測定される金融負
債については、直接起因する取引費用を控除した金額で測定しています。 

＜２＞事後測定 
金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しています。 

（ア）償却原価で測定される金融負債 
償却原価で測定される金融負債は、当初認識後、実効金利法による償却原価で測定

しています。実効金利法による利息費用及び認識が中止された場合の利得及び損失
は、純損益として認識しています。 

（イ）純損益を通じて公正価値で測定される金融負債 
純損益を通じて公正価値で測定される金融負債は、当初認識後、公正価値で測定

し、その変動については純損益として認識しています。 
＜３＞認識の中止 

金融負債は、契約で特定された債務が免責、取消し、又は失効になった場合に認識を
中止しています。 
 

③ 金融資産と金融負債の相殺 
金融資産と金融負債は、認識された金額を相殺する法的に強制力のある権利を有し、純額

で決済するか又は資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有している場合に相殺し
ます。 

 
④ デリバティブ 

主として資産・負債に係る為替変動、金利変動及び株価変動リスクを回避するために為替
予約等のデリバティブ取引を利用しています。これらのデリバティブ取引は、契約が締結さ
れた時点で当初認識し、公正価値で測定しています。当初認識後においても、公正価値で再
測定し、関連する取引費用は発生時の費用として認識しています。ただし、ヘッジ手段であ
るデリバティブ取引は、ヘッジ要件を満たす場合にはヘッジ会計を適用しています。なお、
投機目的によるデリバティブ取引は行いません。 

 
(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
 棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額とのいずれか低い金額で測定しています。 
 取得原価には、原材料、直接労務費及びその他の直接費用並びに関連する製造間接費用を含
め、加重平均法に基づいて算定しています。正味実現可能価額とは、通常の事業の過程におけ
る見積売価から完成までに要する見積原価及び販売に要する見積費用を控除した額です。 
 
(4) 従業員給付 
① 退職後給付 
 従業員への退職給付制度として、確定給付制度及び確定拠出制度を採用しています。 
＜１＞確定給付制度 

 確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用は、予測
単位積増方式を用いて算定しています。 
 割引率は、報告期間の末日時点の優良社債の市場利回りを参照して決定しています。 
 勤務費用及び確定給付負債の純額に係る利息純額は、純損益にて認識しています。 
 数理計算上の差異、確定給付負債の純額に係る利息純額に含まれる金額を除く制度資
産に係る収益及び資産上限額の影響の変動については、発生時にその他の包括利益にて
認識し、利益剰余金に振り替えています。 
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 過去勤務費用は発生時に全額純損益にて認識しています。 
 
＜２＞確定拠出制度 

 確定拠出型の退職給付費用については、拠出した時点で費用として認識しています。 
 

② 短期従業員給付 
 短期従業員給付については、従業員が会社に勤務を提供したときに、当該勤務と交換に支
払うことが見込まれる金額を割り引かずに費用として認識しています。 

 
(5) 重要な引当金の計上基準 
 過去の事象の結果として、法的に、又は推定的に現在の債務を有しており、当該債務を決済
するために経済的便益を持つ資源の流出が必要となる可能性が高く、当該債務の金額について
信頼性のある見積りができる場合に、引当金を認識しています。なお、貨幣の時間的価値の影
響に重要性がある場合には、債務の決済に必要と見込まれる支出の現在価値を引当金の額とし
ています。 
 主なものは以下のとおりです。 
事業構造改革引当金 ·········· 構造改革施策の実施に伴い発生する支出に備えるため、関連費用

の見積額を計上しています。 
有給休暇引当金 ·················· 有給休暇制度に基づき従業員に対して付与される有給休暇の未消

化分に対して、負債を認識しています。 
 

(6) 外貨の換算基準 
 外貨建取引は、取引日における為替レート又はそれに近似するレートにより機能通貨への換
算を行っています。 
 外貨建の貨幣性資産及び負債は期末日の為替レートにより、公正価値で測定される外貨建の
非貨幣性資産及び負債は当該公正価値の算定日の為替レートで、それぞれ機能通貨への再換算
を行っています。取得原価で測定される外貨建の非貨幣性資産及び負債は当初の取引日の直物
為替レートで機能通貨に換算しています。当該換算及び決済により生じる差額を純損益として
認識しています。 
 在外営業活動体の資産及び負債は期末日の為替レートにより、収益及び費用は、その期間中
の為替レートが著しく変動している場合を除き、期中平均為替レートにより表示通貨への換算
を行い、その結果生じる差額はその他の包括利益として認識しています。なお、在外営業活動
体を処分する場合には、当該営業活動体に関連した換算差額の累計額を処分時に純損益に振り
替えています。 
 
(7) 収益認識 
 下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。 
ステップ１：顧客との契約の識別 
ステップ２：履行義務の識別 
ステップ３：取引価格の算定 
ステップ４：履行義務への取引価格の配分 
ステップ５：履行義務の充足による収益認識 
 
 物品の販売については、通常は物品の引渡時点において顧客が当該物品に対する支配を獲得
することから、履行義務が充足されると判断しており、当該物品の引渡時点で収益を認識して
います。また、契約条件によっては、返品、リベート及び値引きに応じる義務を負っており、
これらを差し引いた純額で測定しています。この場合の取引価格は、顧客との契約において約
束された対価からこれらの見積りを控除した金額を算定しており、顧客に返金すると見込んで
いる対価を返金負債として計上しています。当該返金負債の見積りにあたっては、契約条件や
過去の実績等に基づき計算しています。 
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 取引の対価は履行義務を充足してから概ね120日以内に受領しているため、実務上の便法を使
用し、重要な金融要素の調整は行っていません。 
 
(8) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
① 記載金額の表示 
 百万円未満を四捨五入して表示しています。 
 
② 消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消
費税は、当連結会計年度の費用として処理しています。 
 

６．会計上の見積りに関する注記 
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、
翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは以下のとおりで
す。 
 
のれん7,385百万円及び製品に係る無形資産73,591百万円 
のれん及び未だ使用可能でない製品に係る無形資産については、資産又は資金生成単位の減損
の兆候の有無にかかわらず、毎年、減損テストを実施し、回収可能性を評価しています。また、
使用可能である製品に係る無形資産については、各報告期間の末日現在に、資産又は資金生成単
位が減損している可能性を示す兆候があるか否かを評価し、減損の兆候がある場合には、減損テ
ストを実施し、回収可能性を評価しています。 
回収可能性の評価においては、処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方を回収
可能価額とし、この回収可能価額と帳簿価額を比較して、回収可能価額が帳簿価額を下回る場合
には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、その額を減損損失として純損益で認識しています。 
処分費用控除後の公正価値又は使用価値の算定の基礎となる将来キャッシュ・フローは、将来
の事業計画を基礎として見積られていますが、主に開発成功確率、薬価及びマーケットシェアの
拡大の見込みには高い不確実性が存在します。また、処分費用控除後の公正価値又は使用価値の
算定に使用される割引率は加重平均資本コストを基礎としていますが、その計算手法及びインプ
ットデータの選択に当たり、評価に関する高度な専門知識を必要とします。 
予測不能な前提条件の変化などが、使用価値の算定に重要な影響を及ぼし、のれん及び製品に
係る無形資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 
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（注記事項） 
（連結純損益計算書に関する注記） 
１．その他の収益 

当連結会計年度にInnFocus, Inc.（米国）買収に伴う条件付対価の公正価値の変動額3,061百万
円をその他の収益に計上しています。条件付対価は、STN2000100（DE-128、PRESERFLO 
MicroShunt（プリザーフロ マイクロシャント））の開発の進捗及び販売実績に応じたマイルスト
ンであり、その公正価値は、主に開発成功確率及び将来販売計画を基に算定しています。当連結
会計年度において開発成功確率及び将来販売計画を見直したことにより、条件付対価の公正価値
が変動し、その他の収益が発生しています。 

 
２．その他の費用 
（非金融資産の減損） 
当連結会計年度に減損損失34,560百万円をその他の費用に計上しています。 
その主な内容は、Eyevance Pharmaceuticals Holdings Inc. （米国）及びEyevance 
Pharmaceuticals LLC（米国）（以下、２社を総称して「Eyevance」という。）の製品に係る無形
資産、のれん、及び有形固定資産、並びにフックス角膜内皮ジストロフィを対象とする
STN1010904（一般名：シロリムス）及びマイボーム腺機能不全を対象とするSTN1010905
（一般名：シロリムス）（以下、２つを総称して「STN10109」という。）の製品に係る無形資産
について減損したものです。 
Eyevanceについては、事業計画を見直した結果、想定していた収益の実現が困難であるとの判
断に至り、過去の買収により計上したのれんを含む資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
減損損失30,115百万円（製品に係る無形資産22,296百万円、のれん7,418百万円、有形固定資
産402百万円）を計上しています。この回収可能価額は使用価値により測定しています。 
STN10109については、割引率の上昇及びSTN1010905（一般名：シロリムス）に係る事業

計画の見直し等の影響により、回収可能価額が帳簿価額を下回ると判断し、製品に係る無形資産
の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失3,141百万円を計上しています。この回収可能価
額は処分費用控除後の公正価値により測定しています。 
当連結会計年度に計上した上記以外の減損損失は、主に建設仮勘定及び製品に係る無形資産で

あり、建設仮勘定は将来の使用の見通しが定まっていないこと、製品に係る無形資産は契約の終
了の意思決定等により、減損損失を計上しています。 

 
（事業構造改革費用） 
当連結会計年度に事業構造改革費用3,225百万円をその他の費用に計上しています。 
その主な内容は、収益性改善を目的として米州における医薬品販売事業を最大限合理化する構
造改革を実施することに伴う特別退職金や減損損失等です。 

 
（連結財政状態計算書に関する注記） 
１．資産から直接控除した貸倒引当金 

営業債権及びその他の債権 470百万円
その他の金融資産 378百万円

 
２．有形固定資産減価償却累計額 

（減損損失累計額を含む） 
63,773百万円
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３．Santenグループは、設備投資及び事業開発活動における投資機会の最大化のための効率的な資
金調達を目的として、取引銀行とコミットメントライン契約を締結しています。当連結会計年
度末における借入未実行残高は次のとおりです。 
コミットメントライン（特定融資枠）の総額 48,694百万円
借入実行額 20,000百万円
差引 28,694百万円

 
４．偶発負債 
(1) 債務保証 

従業員の金融機関からの借入金に対する債務保証 3百万円
 
(2) 仲裁 

2022年11月17日、InnFocus, Inc.（米国）の買収に関する合併契約に関連して、同社の旧株
主の代表から、契約違反等による４億ドル以上の損害賠償を求める仲裁申立書をJAMS（米国の
仲裁調停機関）に提出したことを通知されました。当社は、関連契約を遵守してきたものと考え
ており、今後行われる仲裁手続を通じて、関連する事実に基づき徹底した防御を行う方針です。 

 
（連結持分変動計算書に関する注記） 
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 

 
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 400,694,754株 60,800株 24,869,700株 375,885,854株 
 

（注）１．普通株式の発行済株式数の増加は、新株予約権の権利行使によるものです。 
２．普通株式の発行済株式数の減少は、取締役会決議に基づく自己株式の消却によるもので

す。 
 
２．配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

 
決議 株式の 

種類 
配当金総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

2022年６月24日 
定時株主総会 普通株式 6,405 16.00 2022年３月31日 2022年６月27日 

2022年11月８日 
取締役会 普通株式 6,206 16.00 2022年９月30日 2022年11月30日 

計  12,611    
 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 
 2023年６月27日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の
とおり提案する予定です。 

 
 配当金総額 

（百万円） 
１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

普通株式 6,009 16.00 2023年３月31日 2023年６月28日 
 

 なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しています。 
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３．当連結会計年度末の新株予約権に関する事項 
 

発行日 目的となる株式の種類 目的となる株式の数 

2013年８月31日 普通株式 14,000株 

2014年８月31日 普通株式 38,000株 

2015年８月31日 普通株式 54,900株 

2016年８月31日 普通株式 65,700株 

2017年８月31日 普通株式 69,000株 

合 計 241,600株 
 

（注）１. 新株予約権は、すべて権利行使可能なものです。 
２. 2015年２月24日開催の取締役会決議に基づき、2015年４月１日付で普通株式１株につき

５株の割合で株式分割を実施したことにより、2013年及び2014年発行の目的となる株式
の数が調整されています。 

 
（金融商品に関する注記） 
１．金融商品の状況に関する事項 
 Santenグループは、資金運用については安全性・流動性の高い短期の金融資産を中心に運用
し、また、資金調達については、原則、自己資金による方針です。デリバティブは、外貨建資
産・負債の為替変動リスクなどを回避するために利用し、投機的な取引は一切行いません。 
 営業債権及びその他の債権は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、
信用管理規程に従い取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況
を毎期、把握する体制としています。また、その他の金融資産に含まれる債券は、発行体の信用
リスクに晒されていますが、格付けの高い発行体のもののみを対象としています。 
 その他の金融資産に含まれる株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上
の関係を有する企業の株式であり、定期的に公正価値を把握し、適宜、取締役会に報告する体制
としています。 
 営業債務及びその他の債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、各社が月次で資金
繰計画を作成するなどの方法により管理しています。 
 またSantenグループは、流動性を確保するため取引銀行とのコミットメントライン（特定融資
枠）を設定しています。 
 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、
また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関
とのみ取引を行っています。 
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２．金融商品の公正価値等に関する事項 
 2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結財政状態計算書計上額、公正価値及びこれ
らの差額については、次のとおりです。なお、営業債権及びその他の債権、その他の金融資産
（デリバティブを除く）、現金及び現金同等物、営業債務及びその他の債務並びにその他の金融負
債（デリバティブを除く）は短期間で決済されるため公正価値が帳簿価額に近似することから、
注記を省略しています。 
 

（単位：百万円）  
 連結財政状態 

計算書計上額 公正価値 差額 

(1) 金融資産 28,038 28,038 － 
(2) その他の金融資産 52 52 － 
(3) 金融負債 (28,805) (28,621) 184 
(4) その他の金融負債 (78) (78) － 

 
（注）１．負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

２．リース負債は、IFRS第７号において公正価値の開示を要求されていないことから、上表の
金融負債及びその他の金融負債に含めていません。 

３．金融負債は１年内に返済予定の借入金を含んでいます。 
 
３．金融商品の公正価値のレベルごとの内訳等に関する事項 

以下の表は、公正価値で計上される金融商品を評価方法ごとに分析したものです。 
それぞれのレベルは、以下のように定義付けられています。 
レベル１：活発な市場における同一資産・負債の市場価格（調整前の価格） 
レベル２：レベル１に含まれる市場価格以外の資産・負債について直接的（すなわち価格

として）又は間接的（すなわち価格に起因して）に観察可能なインプット 
レベル３：観察可能な市場データに基づかない資産・負債についてのインプット（観察不

能なインプット） 
公正価値の測定は、Santenグループの評価方針及び手続きに従い行われてお
り、金融商品の個々の性質、特徴並びにリスクを最も適切に反映できる評価モ
デルにて実施しています。 

（１）公正価値をもって連結財政状態計算書計上額とする金融資産及び金融負債 
   （単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 
資産     
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産     

株式 19,425 － 3,762 23,186 
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     
転換社債 － － 2,152 2,152 
投資事業有限責任組合への出資 － － 1,511 1,511 
施設利用権等 － 48 79 126 
デリバティブ － 52 － 52 
負債     
純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     
デリバティブ － 78 － 78 
条件付対価 － － 362 362 
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（２）公正価値をもって連結財政状態計算書計上額としない金融負債 
   （単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

借入金 － 28,259 － 28,259 

（注） １年内に返済予定の残高を含んでいます。 

 
（注）公正価値の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

(1) 金融資産 
 その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産のうち、上場している株式の
公正価値は、市場価格もしくは取引先金融機関から入手した時価情報によって測定してい
るため、レベル１の公正価値に分類しています。 
 その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産のうち、非上場の株式の公正
価値は、簿価純資産法、類似企業比較法等を使用して評価しており、レベル３の公正価値
に分類しています。類似企業比較法では、対象企業の類似上場企業を選定し、当該類似企
業の株式指標を用いて公正価値を算定しています。 
 投資事業有限責任組合への出資は、組合財産の公正価値を測定しており、当公正価値に
対する持分相当額を投資事業有限責任組合への出資金の公正価値としています。観察不能
なインプットを用いているため、レベル３に分類しています。 
 デリバティブ資産の公正価値は、観察可能な市場情報に基づく重要なインプットを使用
し、将来キャッシュ・フローを現在価値に割引く等の評価技法に基づいた、取引先金融機
関から入手した時価情報によっています。そのためレベル２の公正価値に分類していま
す。 

 
(2) 金融負債 
 借入金は、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映しており、公正価値は帳簿価
額に近似しています。また、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様に新規借入と
して行った場合に想定される利率で割り引いて測定しており、レベル２の公正価値に分類
しています。 
 企業結合による条件付対価は、主としてSTN2000100（DE-128、PRESERFLO 
MicroShunt（プリザーフロ マイクロシャント））の開発の進捗及び販売実績に応じたマイ
ルストンであり、当社が条件付対価契約に基づき要求されうるすべての将来の支払額につ
いて、その発生確率を加味した現在価値で算定しており、レベル３の公正価値に分類して
います。 
 デリバティブ負債の公正価値は、観察可能な市場情報に基づく重要なインプットを使用
し、将来キャッシュ・フローを現在価値に割引く等の評価技法に基づいた、取引先金融機
関から入手した時価情報によっており、レベル２の公正価値に分類しています。 
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（収益認識に関する注記） 
１．売上収益の分解 
      （単位：百万円）
事業区分  日本 中国 アジア EMEA 米州 合計 

医療用医薬品 

コソプト配合点眼液 4,675 － 6,110 12,917 － 23,702 

タプロス点眼液 7,761 1,045 2,277 7,660 － 18,744 

タプコム配合点眼液 2,649 － 1,051 4,502 － 8,202 

トルソプト点眼液 980 － 454 3,448 － 4,882 

エイベリス点眼液 3,905 － 251 － － 4,156 
ジクアス点眼液 
（ジクアスLX点眼液を含む） 16,259 2,772 1,957 － － 20,988 

ヒアレイン点眼液 5,718 6,433 2,630 － － 14,781 

Ikervis（アイケルビス） － － 1,549 5,290 － 6,839 

Cationorm（カチオノーム） － － 441 2,626 943 4,010 

アレジオン点眼液 
（アレジオンLX点眼液を含む） 33,400 － 149 － － 33,550 

Verkazia（ベルカジア） － － － 748 166 914 

アイリーア硝子体内注射液 71,257 － － － － 71,257 

クラビット点眼液 1,285 6,309 2,380 1,408 － 11,381 

その他 14,880 4,613 3,977 11,535 1,822 36,827 

小計 162,770 21,172 23,226 50,136 2,931 260,235 

一般用医薬品 

サンテFXシリーズ 3,547 121 260 － － 3,928 

サンテメディカルシリーズ 2,207 － 103 － － 2,310 

サンテボーティエシリーズ 668 109 35 － － 812 

ソフトサンティアシリーズ 2,138 9 107 － － 2,254 

その他 1,035 23 266 － － 1,324 

小計 9,595 262 771 － － 10,628 

医療機器 

レンティス コンフォート 1,331 － － － － 1,331 
プリザーフロ マイクロシャ
ント 94 － 9 2,326 － 2,429 

その他 1,839 50 － 50 557 2,496 

小計 3,264 50 9 2,377 557 6,257 

その他  1,744 62 112 － － 1,919 

合計  177,373 21,546 24,118 52,513 3,488 279,037 
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２．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 
（１）契約残高 

顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高は以下のとおりです。 
（単位：百万円）

 
連結会計年度期首 
（2022年４月１日） 

当連結会計年度期末 
（2023年３月31日） 

顧客との契約から生じた債権 99,913 107,635 

契約負債 － － 
顧客との契約から生じた債権は、連結財政状態計算書において営業債権及びその他の債権に含め

ています。契約負債は、その他の流動負債に含めています。また、当連結会計年度において過去の
期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収益の額はありません。 

 
（２）残存履行義務に配分する取引価格 

Santenグループにおいては、個別の契約期間が１年を超える重要な取引はありません。 
また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありませ

ん。なお、SantenグループはIFRS第15号第121項の実務上の便法を適用し、当初の予想残存期間
が１年以内の残存履行義務に関する情報を開示していません。 

 
（１株当たり情報に関する注記） 
１．１株当たり親会社所有者帰属持分 783円30銭
 
２．基本的１株当たり当期損失 38円60銭
 
（注）１株当たり情報の算定において、株式報酬制度に係る信託が保有する自社の株式を自己株式と

して処理していることから、期末発行済株式数及び期中平均株式数から当該株式数を控除して
います。 

 
 

（重要な後発事象に関する注記） 
 該当事項はありません。 
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＜個別注記表＞ 
 
（重要な会計方針に係る事項） 
１．資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
① 満期保有目的の債券 ····································· 償却原価法 
② 子会社株式及び関連会社株式 ······················ 移動平均法による原価法 
③ その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの ·············· 時価法 
（評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は、移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 ·································· 移動平均法による原価法 
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する
組合への出資（金融商品取引法第２条第２項に
より有価証券とみなされるもの）については、
組合契約に規定される決算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を
純額で取り込む方法によっています。 

 
(2) デリバティブ ······················································ 時価法 

 
(3) 商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品 ···· 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定） 

 
２．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産（リース資産を除く） ··············· 定額法 
 主な耐用年数は以下のとおりです。 
建物 31～50年 
機械及び装置 ８年 
その他 ４～10年 

 
(2) 無形固定資産（リース資産を除く） ··············· 定額法 
 なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年又は10
年）に基づく定額法によっています。 

 
(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
 ··············· リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法 
 

(4) 長期前払費用 ······················································ 均等償却 
 

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しています。 
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４．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 ······················· 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため引当てたもので、一般

債権については貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権等特定の債
権については、回収可能性の検討を行ったうえ個別見積額を計上し
ています。 

(2) 賞与引当金 ······················· 従業員の賞与支給に備えるため引当てたもので、支給対象期間に基
づく賞与支給見込額を計上しています。 

(3) 退職給付引当金 ··············· 従業員の退職給付に備えるため引当てたもので、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末に
おいて発生していると認められる額を退職給付引当金又は前払年金
費用として計上しています。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 
 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっています。 
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 
 過去勤務費用は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数による定額法により費用処理しています。 
 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法により按分した額を発生の事業年度から費用処理しています。 

 
５．収益及び費用の計上基準 
 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用し、以下の
５ステップアプローチに基づき、顧客との契約から生じる収益を認識しています。 

ステップ１：顧客との契約の識別 
ステップ２：履行義務の識別 
ステップ３：取引価格の算定 
ステップ４：履行義務への取引価格の配分 
ステップ５：履行義務の充足による収益認識 

 物品の販売については、通常は物品の引渡時点において顧客が当該物品に対する支配を獲得す
ることから、履行義務が充足されると判断しており、当該物品の引渡時点で収益を認識していま
す。また、契約条件によっては、返品、リベート及び値引きに応じる義務を負っており、これら
を差し引いた純額で測定しています。この場合の取引価格は、顧客との契約において約束された
対価からこれらの見積りを控除した金額を算定しており、顧客に返金すると見込んでいる対価を
返金負債として計上しています。当該返金負債の見積りにあたっては、契約条件や過去の実績等
に基づき計算しています。 
 取引の対価は履行義務を充足してから概ね120日以内に受領しているため、実務上の便法を使用
し、重要な金融要素の調整は行っていません。 
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６．ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法 
 主として繰延ヘッジ処理を採用しています。なお、為替予約等の振当処理の要件を満たすも
のについては、振当処理を行っています。 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…為替予約取引 
・ヘッジ対象…外貨建金銭債務 

(3) ヘッジ方針 
 主として資産・負債に係る為替変動、金利変動及び株価変動リスクを回避するために、デリ
バティブ取引を利用しています。なお、投機目的によるデリバティブ取引は行わない方針で
す。 
(4) ヘッジ有効性評価の方法 
 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計
とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しています。なお、振当処理によっているもの
については、有効性評価を省略しています。 

 
７．消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税
は、当事業年度の費用として処理しています。 

 
（会計上の見積りに関する注記） 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度
に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは以下のとおりです。 
 
退職給付債務 17,869百万円 
当社は、従業員の退職給付に備えるため、確定給付制度を採用しており、当事業年度末における
退職給付債務の算定に使用される割引率には高い不確実性が存在します。 
予測不能な前提条件の変化などにより退職給付債務の算定に重要な影響を及ぼす可能性がありま
す。 
なお、退職給付債務は年金資産と相殺した上で、貸借対照表には前払年金費用2,424百万円とし

て計上しています。 
 



－ 21 － 

（注記事項） 
（貸借対照表に関する注記） 
１. 有形固定資産減価償却累計額 

（減損損失累計額を含む） 
47,591百万円

 
２. 当社は、設備投資及び事業開発活動における投資機会の最大化のための効率的な資金調達を目

的として、株式会社三菱UFJ銀行と実行可能期間付タームローン契約を締結しています。当事業
年度末における借入未実行残高は次のとおりです。 
コミットメントライン（特定融資枠）の総額 30,000百万円
借入実行額 20,000百万円
差引 10,000百万円

 
３. 偶発債務 
(1) 保証債務 

子会社の金融機関からの借入金に対する債務保証 7,851百万円
従業員の金融機関からの借入金に対する債務保証 3百万円

 
(2) 仲裁 

2022年11月17日、InnFocus, Inc.（米国）の買収に関する合併契約に関連して、同社の旧株主
の代表から、契約違反等による４億ドル以上の損害賠償を求める仲裁申立書をJAMS（米国の仲裁
調停機関）に提出したことを通知されました。当社は、関連契約を遵守してきたものと考えてお
り、今後行われる仲裁手続を通じて、関連する事実に基づき徹底した防御を行う方針です。 

 
４. 関係会社に対する短期金銭債権 5,911百万円
 
５. 関係会社に対する短期金銭債務 11,570百万円

 
（損益計算書に関する注記） 
１．関係会社との取引高 

売上高 18,736百万円
仕入高 1,511百万円
その他の営業取引高 23,728百万円
営業取引以外の取引高 1,784百万円

 
２．減損損失 

当社は継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基礎とし、事業用資産をグルーピ
ングしており、遊休資産等については個別資産をグルーピングの最小単位としています。 
当事業年度において、747百万円を減損損失として特別損失に計上しています。減損損失を認識

した主な資産は以下のとおりです。 
場所 用途 種類 金額 

滋賀県多賀町 遊休資産 建設仮勘定 695百万円 
上記の遊休資産については、今後の使用見込みがないことから、回収可能価額を使用価値によ

り測定し、帳簿価額を回収可能価額まで減額しています。 
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３．関係会社株式評価損 
オランダ子会社であるSanten Holdings EU B.V. （以下、「B.V.」という。）の株式に係る評価
損です。当事業年度において、B.V.の子会社であるEyevance Pharmaceuticals Holdings Inc.
（米国）及びEyevance Pharmaceuticals LLC（米国）の製品に係る無形資産、のれん、及び有
形固定資産の減損損失の計上等により、B.V.株式の実質価額が著しく低下したため、関係会社株式
評価損77,779百万円を計上しています。 

 
（株主資本等変動計算書に関する注記） 
１．自己株式に関する事項 

 
 当事業年度期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末株式数 

普通株式 423,668株 25,130,193株 25,208,796株 345,065株 
 

（注）１. 自己株式の当事業年度末株式数には、株式報酬制度に係る信託が保有する自社の株式が
41,909株含まれています。 

２. 自己株式の株式数の増加は、取締役会決議に基づく自己株式の取得、株式報酬制度に係る
信託による自社の株式の取得及び単元未満株式の買取によるものです。 

３. 自己株式の株式数の減少は、取締役会決議に基づく自己株式の消却、譲渡制限付株式報酬
としての自己株式の処分、株式報酬制度に係る信託による自社の株式の処分及び単元未満
株式の買増請求に応じたことによるものです。 

 
（税効果会計に関する注記） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 
関係会社株式評価損 25,783百万円
税務上の繰延資産 2,567百万円
退職給付引当金 2,313百万円
未払金 1,501百万円
賞与引当金 623百万円
貸倒引当金 274百万円
未払事業税等 265百万円
減価償却超過額 238百万円
減損損失 221百万円
委託研究費等 148百万円
その他 1,138百万円
繰延税金資産小計 35,071百万円
評価性引当額 △26,363百万円
繰延税金資産合計 8,708百万円
 
繰延税金負債 
その他有価証券評価差額金 △3,521百万円
繰延税金負債合計 △3,521百万円
 
繰延税金資産（負債）の純額 5,187百万円

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内容 
当事業年度は、税引前当期純損失であるため注記を省略しています。 



－ 23 － 

（関連当事者との取引に関する注記） 
１．子会社 

（単位：百万円） 

種類 会社等の 
名称 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 Santen SA 所有 間接100％ 

資金の借入 資金の借入 （注１） 7,000 短期 
借入金 7,000 

債務保証 債務保証 
（注２） 5,829 － － 

（注）１．資金の借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。なお、担保の提供
はありません。 

２．Santen SAの銀行借入（40百万ユーロ）につき、債務保証を行ったものです。 
 
（１株当たり情報に関する注記） 
１．１株当たり純資産 529円72銭
 
２．１株当たり当期純損失 153円18銭
 
（注）１株当たり情報の算定において、株式報酬制度に係る信託が保有する自社の株式を自己株式

として処理していることから、期末発行済株式数及び期中平均株式数から当該株式数を控除
しています。 

 
（収益認識に関する注記） 
収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項」の「収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりです。 
 
（重要な後発事象に関する注記） 
該当事項はありません。 
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